
令和２事業年度財務諸表

（ 国 民 年 金 勘 定 ）

年金積立金管理運用独立行政法人



（単位：円）

資産の部

Ⅰ 流動資産

未収金 2,048,940,047,777

流動資産合計 2,048,940,047,777

Ⅱ 固定資産

投資その他の資産

総合勘定繰入金 7,937,212,479,762

投資その他の資産合計 7,937,212,479,762

固定資産合計 7,937,212,479,762

資産合計 9,986,152,527,539

負債の部

固定負債

運用寄託金 7,210,048,845,850

固定負債合計 7,210,048,845,850

負債合計 7,210,048,845,850

純資産の部

利益剰余金

積立金 727,163,633,912

当期未処分利益 2,048,940,047,777

（うち当期総利益）

利益剰余金合計 2,776,103,681,689

純資産合計 2,776,103,681,689

負債純資産合計 9,986,152,527,539

貸  借  対  照  表 （ 国 民 年 金 勘 定 ）

（令和３年３月３１日）

(2,048,940,047,777)



（単位：円）

Ⅰ 損益計算書上の費用 ―

Ⅱ その他行政コスト （注） ―

Ⅲ 行政コスト ―

（注）これらは、独立行政法人固有の会計処理に伴う勘定科目である。

行政コスト計算書 （ 国 民 年 金 勘 定 ）

（令和２年４月１日～令和３年３月３１日）



（単位：円）

総合勘定分配金収入 2,048,940,047,777

当期純利益 2,048,940,047,777

当期総利益 2,048,940,047,777

（令和２年４月１日～令和３年３月３１日）

損  益  計  算  書 （ 国 民 年 金 勘 定 ）



（単位：円）

うち当期総利益
（又は当期総損失）

当期首残高 1,368,498,836,586 △ 459,544,294,196 ― 908,954,542,390 908,954,542,390

当期変動額

利益剰余金の当期変動額

（1）利益の処分又は損失の処理

損失処理による取り崩し △ 459,544,294,196 459,544,294,196 ― ―

国庫納付金の納付 △ 181,790,908,478 △ 181,790,908,478 △ 181,790,908,478

（2）その他

当期純利益 2,048,940,047,777 2,048,940,047,777 2,048,940,047,777 2,048,940,047,777

当期変動額合計 △ 641,335,202,674 2,508,484,341,973 2,048,940,047,777 1,867,149,139,299 1,867,149,139,299

当期末残高 727,163,633,912 2,048,940,047,777 2,048,940,047,777 2,776,103,681,689 2,776,103,681,689

積立金
当期未処分利益

（又は当期未処理損失）
利益剰余金合計

純資産変動計算書 （ 国 民 年 金 勘 定 ）

（令和２年４月１日～令和３年３月３１日）

利益剰余金

純資産合計



（単位：円）

Ⅰ  業務活動によるキャッシュ・フロ－

総合勘定への繰入支出 △ 170,583,784,892

運用寄託金受入 170,583,784,892

運用寄託金償還 △ 170,692,886,000

総合勘定からの受入収入 352,483,794,478

小計 181,790,908,478

国庫納付金の支払額 △ 181,790,908,478

    業務活動によるキャッシュ・フロ－ ―

Ⅱ  投資活動によるキャッシュ・フロ－ ―

Ⅲ  財務活動によるキャッシュ・フロ－ ―

Ⅳ  資金に係る換算差額 ―

Ⅴ  資金増加額 ―

Ⅵ  資金期首残高 ―

Ⅶ  資金期末残高 ―

キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ － 計 算 書 （ 国 民 年 金 勘 定 ）

（令和２年４月１日～令和３年３月３１日）



（単位：円）

Ⅰ 当期未処分利益 2,048,940,047,777

当期総利益 2,048,940,047,777

前期繰越欠損金 ―

Ⅱ 利益処分額

　 積立金 2,048,940,047,777 2,048,940,047,777

利益の処分に関する書類 （ 国 民 年 金 勘 定 ）

（令和３年３月３１日）



注記 

 

当事業年度より、改訂後の「独立行政法人会計基準」及び「独立行政法人会計基準注解」（令和２年３月２

６日改訂）並びに「『独立行政法人会計基準』及び『独立行政法人会計基準注解』に関するＱ＆Ａ」（令和２

年６月最終改訂）（以下「独立行政法人会計基準等」という。）を適用して、財務諸表等を作成しております。 

 

１．重要な会計方針 

  該当事項はありません。 

 

２．重要な債務負担行為 

  該当事項はありません。 

 

３．重要な後発事象 

  該当事項はありません。 

 

４．固有の表示科目の内容 

 （１） 運用寄託金 

    国民年金法第７６条第１項の規定に基づき厚生労働大臣から寄託された積立金を計上しています。 

 

 （２） 総合勘定分配金収入 

 年金積立金管理運用独立行政法人法第２５条第１項の規定に基づき、総合勘定から受け入れる利益   

の分配金を計上しています。 

 

 （３） 総合勘定繰入金 

    総合勘定へ繰り入れた資金の額を計上しています。 

 

５．金融商品関係 

 （１） 金融商品の状況に関する事項 

    財務諸表（法人単位）の注記７．金融商品関係（１）金融商品の状況に関する事項をご参照ください。 

 

（２） 金融商品の時価等に関する事項 

   時価を把握することが極めて困難と認められる金融負債 

（単位：円） 

 貸借対照表計上額 

運用寄託金 7,210,048,845,850  

      「運用寄託金」は、厚生労働大臣から寄託された年金積立金であり、市場価格がなく、かつ、 

将来のキャッシュ・フローを見積もることができないため、時価を把握することが極めて困難な 

ことから、時価開示の対象とはしていません。 

 

 

 



附属明細書

（注）次に掲げる事項については、該当ありません。

１　固定資産の取得及び処分並びに減価償却費の明細並びに減損損失累計額

２　棚卸資産の明細

３　有価証券の明細

４　長期貸付金の明細

５　長期借入金の明細

６　引当金の明細

７　退職給付引当金の明細

８　資産除去債務の明細

９　法令に基づく引当金等の明細

10　保証債務の明細

11　資本剰余金の明細

12　運営費交付金債務及び運営費交付金収益の明細

13　国等からの財源措置の明細

14　役員及び職員の給与の明細

15　開示すべきセグメント情報

16　科学研究費補助金の明細

17　特定関連会社、関連会社及び関連公益法人等の情報

18　上記以外の主な資産、負債、費用及び収益の明細


	03_国民年金勘定
	バインダー表紙なしページ付
	バインダー国年勘定
	【R2表紙】国年勘定
	01_BS
	02_行ｺｽ
	03_ＰＬ
	04_変動計算書
	05_CF
	06_利益処分
	07_注記・会計方針（国年）_20210610
	08_付属明細（差替）



	03-1○R2財務諸表（国年）_20210630_利益の処分に関する書類



